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大隅肝属広域事務組合循環型社会形成推進地域計画 

 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

（１）対象地域 

構 成 市 町 村：鹿屋市、垂水市、東串良町、錦江町、南大隅町、肝付町 

・半島振興法に基づく半島振興対策実施地域 

・山村地域：鹿屋市、錦江町、南大隅町、肝付町（すべて一部山村） 

・過疎地域：鹿屋市（一部過疎）、垂水市、東串良町、錦江町、南大隅町、肝付町 

 

面     積：1,322.87km2 

人     口：148,399人（令和 4年 10月 1日現在） 

 

 鹿屋市 垂水市 東串良町 錦江町 

面積（km2） 448.15 162.12 27.78 163.15 

人口（人） 100,831 13,650 6,492 6,684 

 

 南大隅町 肝付町 合計 

面積（km2） 213.57 308.10 1,322.87 

人口（人） 6,415 14,327 148,399 
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（２）計画期間 

本計画は、令和 6 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とす

る。なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直すものとする。 

 

（３）基本的な方向 

本地域は、鹿児島県大隅半島の中南部に位置し、県内でも有数な農業地帯と

なっている。農業活動における野焼き、山間部における不法投棄等が深刻な問

題を抱えている。 

1 人 1 日当たりに排出する量は増加しており、総排出量については、令和 2

年度までは増加傾向にあったが現在は若干減少している。また、令和 4 年 3 月

に施行されたプラスチック資源循環促進法により、今後のごみ処理の方向性を

検討していく必要がある。 

 

①収集運搬段階 

現在構成市町主体の収集体制としており、今後も継続するものとする。 

 

②中間処理段階 

肝属地区清掃センターは、熱回収施設とリサイクルセンターを併設した施設
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であり、供用開始から 15 年経過している。 

肝属地区清掃センターは機械設備等の老朽化が進んでいることから令和 6

年度から令和 9 年度までの 4 ヵ年事業で施設の基幹的設備改良（延命化）を実

施する計画である。本施設の延命化工事は、1 炉毎に整備を行う計画のため、

一時的に交互運転で適正処理を継続していかなければならないことから、ガス

化溶融炉に負荷を与える運転を行うこととなる。この場合においても公害防止

基準値の遵守や、定期的な補修点検を行う必要があるため、過渡期における適

正処理の継続を進めていく方針とする。 

また、ごみの排出状況に応じて、本施設のみでの対応が困難となる可能性も

あることから、緊急的に近隣自治体などへの処理を依頼することや外部処理委

託なども含めた対応を検討する。 

なお、肝属地区清掃センターのリサイクルセンターについては、現状と同様

に継続利用する方針とする。 
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③最終処分段階 

肝属地区清掃センターで中間処理された後の飛灰処理物、粉砕不適物及び破

砕処理を行った残さは、肝属地区鹿屋最終処分場及び肝属地区大根田最終処分

場にて埋立処分を継続する。 

 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

鹿児島県では、｢鹿児島県ごみ処理広域化・集約化計画｣を環境省(旧厚生省)の通知に

基づき、令和 4（2022）年 12月に改訂している。 

広域化計画では、広域化への取り組みが効果的に実施されるように、県内を 7ブロッ

クに分割し、ブロック毎に 100t/日以上の処理能力を持つ施設（離島については島毎）

を設置し、ダイオキシン類排出削減対策を基本として環境負荷の低減を図り、併せてご

みの排出抑制・資源化さらには事業費の縮減を図ることを基本方針としている。 

さらに、廃棄物処理計画において、ごみの広域処理の促進を進めている。 

本組合は、肝属地区における広域行政として平成 21年４月に３つの一部事務組合（大

隅中部火葬場組合、肝属地区介護保険組合、肝属地区一般廃棄物処理組合）を統合し、

発足した。 

構成市町である鹿屋市、垂水市、東串良町、錦江町、南大隅町及び肝付町のごみの処

理・処分を行っている。 

 

（５）プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

構成市町では、従来よりプラスチック製容器包装を分別収集しており、鹿屋市資源化

センターまたは業者に委託し、リサイクルを行ってきた。鹿屋市では、令和 5 年 4 月

から新たにプラスチック使用製品廃棄物(台所用品、日用品、洗面用具、文房具)を対象

に加え、プラスチック製容器包装と同じ透明袋による分別回収を開始した。垂水市では、

従来からプラスチック使用製品廃棄物をその他プラスチック(プラスチック製の皿、ス

プーン・ストロー・バケツ・洗面器、風呂のふた・CD・DVD・おもちゃ、クーラーボ

ックス・布団圧縮袋など)として、プラスチック製容器包装と別の透明袋による分別回

収を実施している。 

今後は、構成市町ごとに近隣市町や国のプラスチック使用製品廃棄物に関する動向

を踏まえ、分別収集・再商品化の実施や容器包装リサイクル法ルートでの再商品化の実

施方法や実施時期について検討を行う。鹿屋市及び垂水市ではプラスチック使用製品

廃棄物の再商品化を既に容器包装リサイクル法ルートで実施しており、東串良町、錦江

町、南大隅町、肝付町(過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域)についても可能

な範囲でプラスチック使用製品廃棄物の分別収集・再商品化を実施していく。 
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

令和 4年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図１のとおりである。 

なお、焼却に伴う余熱利用については、温水として施設内の温水、温泉センターに利

用し、電気として温泉センターの電力供給、施設内の電気に利用し、さらに余剰電力の

売電を行っている。 

 

 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（令和 4年度） 

  

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

8,743t 2,134t

18.3% 処理残渣量 4.5%

5,038t

排出量 計画処理量 中間処理量 10.5% 処理後最終処分量

47,885t 38,852t 2,904t

100.0% 81.1% 減量化量 6.1%

33,814t

直接最終処分量 70.6% 最終処分量

自家処理量 290t 3,194t

0.6% 6.7%

- 10,877t

47,885t

0t
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（２）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画期間中には、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1 及び図 2

のとおり目標について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
※1排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・減量化量・埋立処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量

＋集団回収量に対する割合 

※2（1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※3（1人当りの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

 
≪指標の定義≫ 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）［単位：トン］ 

再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］ 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量［単位：MWh］及び熱利用量［単位：GJ］ 

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残さ量の差［単位：トン］ 

最終処分量：埋立処分された量［単位：トン］ 

 

 

 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

図 2 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 11年度）  

総排出量 トン トン （ -12.6% ）

1事業所当たりの排出量※２ トン/事業所 （ -4.9% ）

総排出量 トン トン （ -6.9% ）

1人当たりの排出量※３ kg/人 kg/人 （ -4.1% ）

合計　事業系生活系排出量合計 トン トン （ -8.2% ）

トン （ 18.3% ） トン （ 20.1% ）

トン （ 22.7% ） トン （ 25.0% ）

最 終 処 分 量 トン （ 6.7% ） トン （ 6.1% ）

指　標
現状（割合※１） 目標（割合※１）

（令和4年度） （令和11年度）

再 生 利 用 量
直接資源化量 8,743 8,842

総資源化量 10,877 10,976

トン/事業所

生活系 37,065 34,496

190.9 183.0

排 出 量

事業系 10,820 9,458

1.62 1.54

47,885 43,954

埋立最終処分量 3,194 2,702

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

エネルギー回収量
（年間の発電電力量及び熱利用量）

13,403MWh 12,513MWh

3,193GJ 3,382GJ

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

8,842t 2,134t

20.1% 処理残渣量 4.9%

4,557t

排出量 計画処理量 中間処理量 10.4% 処理後最終処分量

43,954t 34,833t 2,423t

100.0% 79.2% 減量化量 5.5%

30,276t

直接最終処分量 68.9% 最終処分量

自家処理量 279t 2,702t

0.6% 6.1%
0t

- 10,976t

43,954t
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３．施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 

・現在、構成市町において生活系ごみについては指定ごみ袋で収集している。また、事業系

ごみ及び持ち込みごみについても、有料としており、今後も継続する。 

 

イ 環境教育、普及啓発 

・構成市町では、子供達を対象に、ごみに関する副読本、肝属地区清掃センター見学、ポス

ター作りへの参加などを通して環境学習に積極的に取り組み、環境にやさしい行動ので

きる人づくりを進める。 

・ホームページや広報等による情報提供、出前講座やイベント時における普及活動を図り、

3R 運動を実践する。 

 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

・構成市町では、事業者は、消費者が商品の購入に伴って排出するごみを少なくすることに

視点をおいて、過剰包装を可能な限り控えるような取り組みに積極的に参加するよう要

請する。  

・構成市町では、消費者、事業者、行政が連携してレジ袋の削減を行い、マイバック使用の

呼びかけを行う。 

・構成市町では、買い物の際にはマイバッグを持参し、ビニール袋の使用を控えるものとす

る。 

 

エ ごみ分別の推進 

・構成市町では、自治体連合会と協力してごみ分別冊子を作成し、全戸配布を行っている。 

・構成市町では、広報等で分別間違いの多いごみの周知等を行っている。 

・構成市町では、廃棄物の発生抑制を意識し、3R または４R に取り組むことでごみの減量

化、分別回収を図り、循環型社会に積極的に参加していく。 

・構成市町では、再生利用等ができない廃棄物等は、適正に処理されるように正しく分別し、

ルールを守って排出する。 

・構成市町では、ごみの適正処理及び資源回収を効率的に実施するため、分別の徹底、ごみ

の排出マナーの遵守及びごみステーションの維持管理に努める。 
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オ 再利用・再資源化の推進 

・構成市町では、発生抑制によって、ある程度減量化された後、排出されたごみの中には、

再度利用できるものや資源としてリサイクルできるものがあり、再利用・再資源化に努め 

る。 

・構成市町では、再生資源の回収、分別収集、再生品使用の推進、その他の施策を住民・事

業者に対して積極的に普及啓発を行い、一般廃棄物の減量化及び再資源化を推進し、循環

型社会への形成に取り組む。また、令和 4 年 4 月に施行されたプラスチック資源循環推

進法に基づき、資源化の対応を検討する。 

 

カ 食品ロス削減と生ごみの減量化 

・構成市町では、食べ残しや食料品屑等を減らす生ごみの排出抑制や家庭用生ごみ処理機や

コンポスト容器等を利用した自家処理による減量化を行い、また、堆肥化によるガーデニ

ングや家庭菜園等への利用にも努める。 
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（２）処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

分別区分及び処理方法については、表 2のとおりである。 

各構成市町で分別収集を行い、本組合の肝属地区清掃センターにおいて可燃ごみは、

熱回収施設でガス溶融処理をし、溶融スラグ・アルミ・鉄類を資源化しており、溶融飛

灰処理物及び粉砕不適物は埋立処分している。 

また、不燃ごみ及び不燃性粗大ごみは、肝属地区清掃センターのリサイクルセンター

へ搬入し、破砕・機械選別をした後、可燃物はガス化溶融処理、アルミ・鉄類は資源化

し、不燃残さについては埋立処分をしている。 

また、資源ごみは各構成市町において、資源化を行っている。 

今後も現在の分別収集を継続するが、肝属地区清掃センター（熱回収施設）は、施設

の長寿命化総合計画に基づき基幹的設備改良工事を実施し延命化及び二酸化炭素排出

量の積極的な削減を図る。 

 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

現在、事業系一般廃棄物については、許可業者が収集して施設へ搬入するか、直接施

設へ搬入することとしている。今後も現在と同様とする。 

また、分別の徹底及び多量排出事業者に対する指導を強化し、さらなる事業系一般廃

棄物の減量化を図っていく。 
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（３）処理施設等の整備 

ア．廃棄物処理施設 

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 3のとおり必要な施設

整備を行う。 

 

表 3 整備する処理施設 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

国土 

強靭化 

1 ごみ処理施設 

肝属地区清掃

センター延命

化工事 

128ｔ/日 

(64ｔ/日 

×2炉) 

鹿屋市串良町下小

原 3893番地 8 
R6～R9 

 

－ 

（整備理由） 

事業番号 1 既存施設の延命化及び CO2排出削減のための基幹的設備改良 
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（４）その他の施策 

ア 適正処理の実施 

・構成市町では、事業活動に伴い排出した廃棄物の処理にあたっては、自らの責任において、

適正に処理する義務があり、実践するものとする。 

・構成市町では、ごみステーションに排出されたごみを収集運搬し、適正な処理に努める。

作業については、適正に行われるよう指導を行う。また、分別収集計画や収集方法等を検

討し、地域に適した収集運搬業務の体制を構築する。 

 

イ 収集サービスの検討 

・構成市町では、収集効率を向上させるために、ごみステーションによる収集方式（ステー

ション方式）を採用しているため、ごみステーションへごみを排出することが困難な高齢

者や障害者の方に配慮した収集サービスが必要と考えられることから、新たな収集サー

ビスについて今後検討している。 

・構成市町では、ごみ出し困難者支援を令和 2年度より試験的に実施しており、今後導入し

ていくよう検討している。 

 

ウ 不法投棄対策 

・構成市町では、地域内で発生する不法投棄を未然に防止するため、年間を通して地域内全

域の巡回パトロールを実施するとともに、ごみの排出されやすい時期を「不法投棄防止強

化月間」として年４回設定し、住民への周知啓発を実施する。 

・構成市町では、広報誌による啓発はもとより、不法投棄が多い箇所に、不法投棄禁止看板

やのぼり旗を設置し、未然防止を図る。さらに、広域的対応と悪質な不法投棄にも対応で

きるように、鹿児島県や警察とも連携を図る。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

・本組合では、温室効果ガス削減の緩和策および将来起こり得る気候変動による被害を軽

減するための適応策について、構成市町で作成される災害廃棄物処理計画に従い処理を

行っていくこととする。 
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４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ 

本組合は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて、構成市町、鹿児島県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画

の見直しを行う。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やか

に計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものと

する。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直

すものとする。 
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様式 1 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 1 

 

  

１　地域の概要

人

(5)地域の要件

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

年度

 指標・単位

※1 別添資料として指標と人口の要因に関するトレンドグラフを添付
※2 鹿屋市はR5.4月からプラスチック使用製品廃棄物の分別収集を開始した。鹿屋市を除く他市町(過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域)についても可能な範囲でプラスチック使用製品廃棄物の分別収集を実施していく。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

3,356 (6.8%) 3,177 (6.7%) 3,194 (6.7%)最 終 処 分 量 埋立最終処分量（トン） 3,147 (6.4%) 3,098 (6.3%)

3,901GJ 3,937GJ 3,823GJ 3,972GJ 3,193GJ 3,382GJ

10,976 (25.0%)

2,702 (6.1%)

(18.3%) 8,842 (20.1%)

総資源化量（トン） 12,264 (25.0%) 12,218 (24.8%)

エ ネ ル ギ ー 回 収 量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH） 14,670MWh 14,416MWh 14,355MWh 14,308MWh 13,403MWh

11,788 (23.8%) 11,529 (24.1%) 10,877 (22.7%)

12,513MWh

（年間の温水熱利用量　GJ）

再 生 利 用 量

直接資源化量（トン） 9,868 (20.1%) 9,893 (20.1%) 9,249 (18.7%) 9,126 (19.1%) 8,743

188.7 190.9 183.0 (R4比 -4.1%)

合　計　事業系生活系の総排出量合計（トン） 48,988 49,329 49,464 47,763 47,885 43,954 (R4比 -8.2%)

生活系　総排出量（トン） 37,858 38,378 39,017 37,288 37,065

　　　　１事業所当たりの排出量（トン/事業所） 1.58 1.58 1.53 1.55

34,496 (R4比 -6.9%)

令和11年度

排 出 量

事業系　総排出量（トン） 11,130 10,951 10,447 10,475 10,820 9,458 (R4比 -12.6%)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1.62 1.54 (R4比 -4.9%)

　　　　1人当たりの排出量（kg/人） 181.2 186.5 197.1

(4)構成市町村等名 鹿屋市、垂水市、東串良町、錦江町、南大隅町、肝付町 人口　　面積　　沖縄　　離島　　奄美　　豪雪　　山村　　半島　　過疎　　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　標

(1)地域名 鹿児島県肝属地区 (2)地域内人口 148,399                                                     (3)地域面積 1,322.87 k㎡

３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

(1) 現有施設リスト

(2) 更新（改良）・新施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 備考廃止又は休止（予定）年月

継続使用

リサイクルセンター 肝属地区清掃センター 大隅肝属広域事務組合 破砕・選別 17.1ｔ/日 H20.3 継続使用

熱回収施設 肝属地区清掃センター 大隅肝属広域事務組合
流動床式熱分解ガス化

溶融
128ｔ/日

(64ｔ/日×2炉)
H20.3

継続使用

最終処分場
肝属地区大根田

最終処分場
大隅肝属広域事務組合 一般廃棄物最終処分場 63,400㎥ H14.3 継続使用

最終処分場
肝属地区鹿屋
最終処分場

大隅肝属広域事務組合 一般廃棄物最終処分場 246,000㎥ H10.3

想定される浸水深と対策 備考

熱回収施設 肝属地区清掃センター 大隅肝属広域事務組合
流動床式熱分解ガス化

溶融
128ｔ/日

(64ｔ/日×2炉)
R10.3

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定月

浸水なし

解体（予定）年月

－

－

－

－

更新（改良）・新設理由

既存施設の延命化及び温室
効果ガスの削減

廃焼却施設解体の有無
（解体施設の名称）

無

－

－

－

－

想定される浸水深と対策

浸水なし

浸水なし

浸水なし

浸水なし

プラスチック再商品化
を実施するための施
設整備事業

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

－ －
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様式 2 循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表 2（令和 5年度） 

  

  

様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

10年度

4,412,289 61,906 1 ,157 ,393 2 ,624 ,830 568,160 3,575,522 0 822,551 2 ,379 ,887 373,084

1 組合 128 t/日 R6 R9 4,412,289 61,906 1,157,393 2,624,830 568,160 3,575,522 0 822,551 2,379,887 373,084

4,412,289 61,906 1 ,157 ,393 2 ,624 ,830 568,160 3,575,522 0 822,551 2 ,379 ,887 373,084

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※５　事業が地域計画を跨ぐ場合は備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※６　廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を記載すること。

○エネルギー回収等に関する事業

肝属地区清掃センター延命化工事

合     　　計

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模 事業期間 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考
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参考資料様式 2 施設概要（エネルギー回収施設系） 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出

抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう

利活用するかについても記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧書きす

ること。  

(1). 事業主体名

(2). 施設名称

(3). 工期 令和 6 年度 ～ 令和 9 年度

(4). 施設規模 128 ｔ/日

(5). 形式及び処理方式

(6). 余熱利用の計画

(7). 地域計画内の役割※1

(8).
廃焼却施設解体
工事の有無

(9). 燃料の利用計画

(10). バイオガス熱利用率

(11). バイオガスの利用計画

(12). 総事業計画額※2

「メタンガス化施設」を整備する場合

該当なし

該当なし

4,412,289千円
うち、交付対象事業費　3,575,522千円

流動床式ガス化溶融方式

　１．発電の有無　　　　有（発電効率　14％）　・無
　２．熱回収の有無　　 有（熱利用率　　％）　・無

二酸化炭素の削減量5％以上

有　　無

「ごみ燃料化施設」を整備する場合

該当なし

処理能力

【参考資料様式2】

施 設 概 要　（エネルギー回収施設系）

都道府県名　鹿児島県

大隅肝属広域事務組合

肝属地区清掃センター　熱回収施設
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別添資料① 対象地域図 

 

 
 

 

  

肝属地区大根田最終処分場 

肝属地区清掃センター 

肝属地区鹿屋最終処分場 
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別添資料② 主な指標のトレンドグラフ（一般廃棄物の減量化・再利用の 

現状と予測） 

 

図 1 人口及び事業所数の推移 

 

 

図 2 ごみ排出量の推移 
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図 3 1人当たり及び 1事業所当たりのごみ排出量 

 

 

図 4 総資源化量の推移 
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図 5 最終処分量の推移 

 

 

図 6 エネルギー回収量の推移 
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別添資料③ 現有施設の概要 

現有施設の概要を表 1～表 5に示します。 

 

表 1 清掃センターの概要 

施設名称 肝属地区清掃センター 

所在地 鹿屋市串良町下小原３８９３番地８ 

敷地面積 約 76,000㎡ 

竣工 平成 20年 3月 

 

表 2 熱回収施設 

処理能力 128ｔ/日（64ｔ/日×2炉） 

運転方式 1日 24時間連続運転 

燃焼設備 流動床式熱分解ガス化溶融炉 

処理対象物 燃やせるごみ、可燃性粗大ごみ、リサイクルセンターからの可燃

物 

煙突 高さ 59ｍ 

 

表 3 リサイクルセンター 

処理能力 17.1ｔ/日 

運転方式 1日 5時間運転 

処理対象物 燃やせないごみ、不燃性粗大ごみ 

 

表 4 肝属地区鹿屋最終処分場 

施設名称 肝属地区鹿屋最終処分場 

埋立地面積 31,300㎡ 

埋立容量 264,000㎥ 

埋立物 飛灰処理物、粉砕不適物、不燃残さ、し尿焼却灰等 

浸出水処理能力 280ｔ/日 

供用開始 平成 10年度 

 

表 5 肝属地区大根田最終処分場 

施設名称 肝属地区大根田最終処分場 

埋立地面積 9,040㎡ 

埋立容量 63,400㎥ 

埋立物 飛灰処理物、粉砕不適物、不燃残さ、し尿焼却灰等 

浸出水処理能力 60ｔ/日 

供用開始 平成 14年度 

 


